
平成21年３月 飯田市が中心市宣言
平成21年７月 定住自立圏形成協定締結
平成21年12月 定住自立圏共生ビジョン締結

※平成２２年国勢調査

南信州定住自立圏

取組分野

医療 ○ 環境 ○ 地産地消
福祉 ○ 地域公共交通 ○ 交流移住 ○

教育 ○ ICTインフラ ○
合同研修・
人事交流等

○

産業振興 ○ 交通インフラ その他 ○

圏域面積 1,929.2k㎡
（中心市面積） (658.7k㎡)

南信州・飯田産業センターの運営
○ 若者が帰ってこられる「産業づくり」のため、南信州・飯田産業センターを「ものづくりの拠点」に位置付け、施設及び人材の
充実を図り、圏域内の企業に対し人材育成、新事業展開、新規創業等への支援を実施。

※Ｈ24より組織改編し、拡充

特徴的な取組 産業振興

主な取組事業

・病児・病後児保育事業（圏域住民による共同利用）

・南信州・飯田産業センターの運営

・図書館ネットワークシステムの構築

・地域コミュニティ活動紹介サイトの運営

・戸籍システム機器の共同利用

・圏域自治体職員の合同研修



○ 平成27年度法律相談実績
近隣町村も含めて234人

○ 実施状況
・ 弁護士による消費生活相談員へのアドバイザー研修

年６回実施
・ 弁護士による法律相談 月３回実施（１日最大６人）

多重債務等のデリケートな消費者問題を、中心市の消費生
活相談員が中心となり、圏域住民を対象として対応することに
より、専門的かつ安心できる相談機会を提供することができる。
（近隣町村の住民にとって、顔見知りの役場職員より相談し

やすいといった声もある。）

実施状況及び実績

圏域で取り組むメリット 弁護士アドバイザー研修風景

消費生活相談の実施
○ 消費者被害や多重債務などで困っている圏域住民の相談に適切に対応し、住民が安心して暮らせるよう専門的な相談機会

を提供する。
○ 中心市の消費生活相談員が中心となり、仙台弁護士会と連携しながら、多重債務などに関する消費生活法律相談の開催日

を増やして住民の相談に対応する。
○ 複雑化・高度化する相談案件に対応するため，弁護士による研修を開催し，消費生活相談員等のレベルアップを図る。

平成22年３月 大崎市が中心市宣言
平成22年10月 定住自立圏形成協定締結
平成24年３月 定住自立圏共生ビジョン締結

※平成２２年国勢調査

取組分野

医療 ○ 環境 地産地消
福祉 地域公共交通 ○ 交流移住 ○

教育 ○ ICTインフラ ○
合同研修・
人事交流等

○

産業振興 ○ 交通インフラ その他 ○

圏域面積 1,524.0k㎡
（中心市面積） (796.8k㎡)

大崎地域定住自立圏

特徴的な取組

主な取組事業

・市民病院を核とした地域医療の機能分担と連携

・観光イベントへの共同ブース設置

・消費生活相談の実施

・拠点図書館の整備と圏域内住民の相互利用

・圏域市町職員の人事交流

※平成２２年国勢調査

消費者行政


